
- 1 -

［経済危機対策関連事業］ 単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

【道路課】

道路管理費 44,074 １ 道路管理費 44,074

( －) 0 → 44,074

(1) 道路照明灯省エネ改修事業 40,000

繰 44,074 0 → 40,000

地球温暖化対策及び県管理道路の照明灯電気代縮減のため、

道路照明灯の改修を行うための増額

(2) 道路台帳図面電子化委託事業 4,074

0 → 4,074

道路台帳の適切管理のため、緊急雇用対策事業で、道路台帳

の電子化を行うための増額

道路関係公共事業 320,500 単独事業費 320,500

(3,163,000) 1,435,000 → 1,755,500

国 31,300 (1) 道路補修費 320,500

872,000 → 1,192,500

起 289,200 大規模自転車道の老朽化対策や倒竹防止柵等行うための増額

【河港課】

河川関係公共事業 190,900 単独事業費 190,900

(3,559,000) 1,065,000 → 1,255,900

(1) みずべみらい再生事業費 190,900

国 390,900 610,000 → 800,900

出水時に甚大な被害が想定される要対策箇所について、草木

起 △200,000 伐開および護岸補修等を実施するための増額

単独港湾整備事業費 33,000 １ 単独港湾整備事業費 33,000

( －) 0 → 33,000

(1) 単独港湾整備事業費 33,000

国 33,000 0 → 33,000

大津港における施設の緊急修繕による増額
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［経済危機対策関連事業以外］ 単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

【道路課】

道路関係公共事業 363,000 １ 補助事業費 363,000

(17,348,200) 11,238,000 → 11,601,000

(1) 補助道路改築事業費 △1,145,000

国 122,433 2,375,000 → 1,230,000

国の内示に伴う減額

分 8,748

(2) 補助道路災害防除事業費 △220,000

起 176,000 220,000 → 0

国の内示に伴う減額

○一 55,819

(3) 補助特定交通安全施設整備事業費 △440,000

671,000 → 231,000

国の内示に伴う減額

(4) 緊急地方道路整備事業費 2,168,000

7,345,000 → 9,513,000

国の内示に伴う増額

道路除雪費 15,900 １ 道路除雪費 15,900

(308,010) 308,010 → 323,910

(1) 道路除雪費（雪寒機械整備） 15,900

14,400 → 30,300

国 10,600 国の内示に伴う増額

起 5,300

【河港課】

単独港湾整備事業費 7,297 １ 単独港湾整備事業費 7,297

(659,999) 659,999 → 667,296

(1) 単独港湾整備事業費 7,297

諸 7,297 659,999 → 667,296

彦根港における先行取得用地の再取得による増額
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［経済危機対策関連事業以外］ 単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

補助土木施設災害復 △ 18,581 補助土木施設災害復旧事業費

旧事業費 (518,581)

518,581 → 500,000 △ 18,581

国の内示に伴う減額

国 △ 12,393

起 △ 6,100

○一 △ 88

【河川開発課】

ダム関係公共事業 △ 82,000 １ 補助事業費 △ 82,000

(249,108) 249,108 → 167,108

(1) 補助堰堤総合流域防災事業費 △ 82,000

国 △ 30,545 165,000 → 83,000

国の内示に伴う減額

諸 △ 20,910

起 △ 30,500

○一 △ 45

【砂防課】

砂防関係公共事業 △ 4,022 １ 補助事業費 473

(4,296,238) 3,813,338 → 3,813,811

(1) 補助通常砂防事業費 60,000

国 △ 520 1,314,000 → 1,374,000

国の内示に伴う追加

分 △ 894

(2) 補助砂防総合流域防災事業費 △ 61,000

起 △ 5,000 1,706,000 → 1,645,000

国の内示に伴う減額

○一 2,392

(3) 補助急傾斜地崩壊対策総合流域防災事業費 1,495

399,000 → 400,495

国の内示に伴う追加
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［経済危機対策関連事業以外］ 単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

(4) 補助砂防障害防止対策事業費 △ 22

9,338 → 9,316

国の内示に伴う減額

２ 単独事業費 △ 4,495

482,900 → 478,405

(1) 市町急傾斜地崩壊対策事業費補助 △ 4,495

162,900 → 158,405

補助対象事業費の減による減額

【都市計画課】

都市計画関係公共事 △ 30,000 １ 補助事業費 △ 30,000

業 (1,455,000) 1,455,000 → 1,425,000

(1) 緊急地方道路（街路）整備事業費 △ 30,000

国 △ 13,500 1,318,000 → 1,288,000

国の内示に伴う減額

分 △ 5,000

起 △ 11,500


